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１．事業概要
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１．事業概要 （１）事業の目的

本調査の目的

◆ 専修学校は、職業等に必要な知識・技能を修得する場であり、社会の変化に
即応した実践的な職業教育により中核的専門人材を輩出する教育機関として
大きな役割を果たしている。

◆ 私立の専修学校専門課程（以下「専門学校」という。）の授業料等の納付金に
ついては、年間平均100万円を超える負担が求められており、家計からの給付
だけでなく、奨学金やアルバイト等にも大きく依存し、家庭の年収が300万円未

満の生徒については、授業料又は生活費のいずれかを生徒本人が負担して
いる割合は6割を超えている。

◆ このような状況を踏まえ、意欲と能力のある専門学校生が経済的理由により
修学を断念することがないよう、専門学校生に対する経済的支援策について
総合的な検討を進めるため、教育機会を確保するための取組、公費投入につ
いての教育的効果の検証や効果的な修学支援の検証等について実証的な研
究を行う。
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１．事業概要 （２）事業全体の枠組み①

◼本事業の全体の枠組みは、下記の通り。

◼本事業では、専門学校生に対して実施された経済的支援、修学支援について、
データに基づき、施策効果の分析・検証を行った。
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１．事業概要 （２）事業全体の枠組み②

◼経済的支援の対象要件は、下記の通り。
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１．事業概要 （３）調査概要

◼施策効果の分析・検証を行うために、下記のアンケートを実施した。

調査名 調査対象

都道府県調査
・都道府県教育委員会の専門学校担当部署に、本事業及び専門学校生に対する経済的支援の
　実施状況について調査
・47都道府県に調査を実施し、47都道府県から回収（回収率100％）

学校調査
（専門学校調査）

・全国すべての専門学校を対象に、学生の就学・卒業状況、経済的支援の状況を調査。
・調査対象数は2,629校（専門課程を置く私立専修学校）、1,461校から回収
　（回収率55.6％）

協力校調査
・国事業に参加している専門学校（協力校）を対象に、本事業に対する実施状況、効果を調査
・対象校179校、139校回収  ※12月末までの回収数

協力者調査
／一般学生調査

・国事業に参加している学生（協力者）を対象に、学校生活、学修状況、経済的支援の受給状況、
　国事業による支援後の状況等を調査
・国事業の支援を受けない場合の状況と比較するため、協力校に通っている協力者以外の学生にも
　調査を実施。
・協力者650名及び同数となる一般学生650名を対象とし、
　協力者550名、一般学生418名から回収　 ※12月末までの回収数

卒業生調査
・平成27年、平成28度の協力者で専門学校を卒業した者を対象に、28年度の国事業の効果、
 現在の就職状況等について調査
・183名に調査を実施し、112名から回収（回収率　61.2％）

出身者調査

・専門学校を卒業し、現在、20～39歳までの有職者に専門学校在籍時の状況、
　及び卒業後の就職状況について調査。また、比較対象として、大学（大学院除く）を卒業し、現在、
　20～59歳までの有職者にも調査。（WEBモニター調査）

・専門学校卒業1,546名、大学卒業1,395名を回収
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１．事業概要 （４）本レポートの流れ

◼本レポートの流れは、下記の通り

⚫ 「２．専門学校の役割 」では、事業の前提として、専門学校の役割、特に専
門学校教育の地域・社会への効果を確認する。

⚫ 「３．専門学校生への支援の必要性」では、専門学校生の経済状況をデータ
で確認し、専門学校生への経済的支援の必要性について確認する。

⚫ 「４．事業の効果の検証」では、①専門学校生の学生生活、②専門学校への
入学、③専門学校卒業後の状況、④専門学校の支援／都道府県の状況、
の4つの視点から、本事業の効果を検証する。
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２．専門学校の役割
（専門学校教育の
地域・社会への効果）
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２．専門学校の役割 （１）専門性の高い人材を供給

◼専門学校卒業者の初職をみると、大学卒業者と比較して「専門的・技術的職業」
「サービス職業」「生産工程」の割合が高い。専門学校は専門性の高い教育を提供す
る職業訓練機関として機能しているといえる。

図表1 学校卒業後、最初に就いた仕事の職種（出身者調査（H29） ：40歳未満）

図表2 専門的・技術的職業内訳 図表3 サービス職内訳
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２．専門学校の役割 （２）地域の職業教育機関としての専門学校

◼卒業した大学が所在する都道府県内の高校から大学へ進学した者の割合は4割
程度なのに対し、卒業した専門学校が所在する都道府県内の高校から専門学校へ
進学した者の割合は6割以上と高い。（図表4）

◼さらに、専門学校卒業者の7割近くが同じ都道府県内の企業等へ就職。（図表5）

⇒高校卒業から就職まで半数は同一都道府県に残り、
専門学校は地域企業に安定的に労働力を供給している。 （図表6）

図表4 卒業した高校が所在する都道府県内
の大学・専門学校へ進学した者の割合
（出身者調査（H29）：40歳未満） 図表6 卒業した高校が所在する都道府県内の大学・

専門学校へ進学し、かつ同じ都道府県
内の企業等へ就職した者の割合
（出身者調査（H29）：40歳未満）

図表5 卒業した大学・専門学校の所在する都道府県内
の企業等へ就職した者の割合（出身者調査（H29）：40歳未満）

68.9%

52.6%

0% 20% 40% 60% 80%

専門学校卒（ｎ=1546）

大学卒（ｎ=1395）

52.0%

35.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

専門学校卒（ｎ=1546）

大学卒（ｎ=1395）



11

２．専門学校の役割 （３）学校の学びと職業の関係①

◼職業教育の視点から、専門学校卒業者と大学卒業者の比較を行った。

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して、学校で学んだ専門分野が「仕事に
つながり有効だというイメージを強く持っていた」割合が高い。（図表7）

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して「学校で学んだ専門分野と最初に就
いた就職先の業務(仕事)が関係している」割合が高い。（図表8）

図表7 学校で学んだ専門分野の有効性のイメージ
（出身者調査（H29） ：40歳未満）

図表8 学校で学んだ専門分野と
最初に就いた就職先の業務(仕事)の関係

（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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２．専門学校の役割 （３）学校の学びと職業の関係②

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して「第1希望の就職先」に就いている
割合が高い。（図表9）

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して「資格が必要な仕事」に就いている
割合が高い。（図表10）

図表9 最初に就いた就職先は、希望していた就職先か
（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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図表10 現在の仕事で資格が必要な割合
（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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２．専門学校の役割 （３）学校の学びと職業の関係③

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して、学校で学んだ勉強が役に立ってい
ると回答した割合が高い。

◼特に、専門学校卒業者は、「実習・実験科目」「授業の講義」が役に立っていると
回答している割合が高い。

図表11 役に立っている勉強の内容（複数回答）
（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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２．専門学校の役割 （３）学校の学びと職業の関係④

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して、「実習・実験科目」「授業の講義」に
熱心に取り組んだと回答した割合が高い。（図表12）

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して、「実験実習の内容・水準」に満足し
ていると回答した割合が高い。（図表13）
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図表12 最後に通った学校で以下の活動を熱心に取り組んだか
（「熱心に取り組んだ」＋「まあ熱心に取り組んだ」の割合）

（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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図表13 学校の教育、学生生活の満足度
（「満足している」＋「まあ満足している」の割合）

（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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２．専門学校の役割 （３）学校の学びと職業の関係⑤

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して、現在の仕事に関することを、学校
での勉強で身につけたと回答する割合が高い。

◼特に、専門学校卒業者は、「仕事に直接役立つ専門知識や技術」「仕事で使う
専門知識や技術の基礎」を身につけたと回答している割合が高い。

図表14 現在の仕事に関することを最後に通った学校での勉強でどの程度身につけることができたか
（「身についた」＋「まあ身についた」の割合）

（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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３．専門学校生への
支援の必要性
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３．専門学校生への支援の必要性 （１）専門学校生の経済的状況①

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して、 学生時代の家庭の年間所得が
低い割合が高い。（図表15）

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して、 学生時代の主たる家計支持者が
父親の割合が低い。（図表16）
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図表15 学生時代の家族全体での年間所得
（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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図表16 学生時代の家族の主たる家計支持者
（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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３．専門学校生への支援の必要性 （１）専門学校生の経済的状況②

◼専門学校卒業者は、大学卒業者と比較して「日本学生支援機構の奨学金」の
利用割合は低いものの、利用者が「奨学金が受けられなかったら修学が困難だっ
た」割合が高く、卒業後の「返還が遅れている」割合も高い。

図表17 在学中の経済的支援（複数回答）
（出身者調査（H29） ：40歳未満）

図表18 日本学生支援機構の奨学金が受けられなかったとしたら
修学はどの程度困難だったか

（出身者調査（H29） ：40歳未満）

図表19 卒業後の日本学生支援機構の奨学金の返還状況
（出身者調査（H29） ：40歳未満）
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一種、第二種、両方）
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上記以外の給付型奨学金（返還不要の奨学金）

上記以外の貸与型奨学金（返還必要な奨学金）

特にない

専門学校卒（ｎ=1546） 大学卒（ｎ=1395）

45.8%

30.3%

37.0%

42.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門学校卒（ｎ=262）

大学卒（ｎ=389）

修学は困難だった 修学はやや困難だった

9.2%

5.9%

1.1%

2.1%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12%

専門学校卒（ｎ=262）

大学卒（ｎ=389）

返還しているが、返還が遅れている まったく返還できていない
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４．事業の効果の検証
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≪期待される効果≫

・（経済的に困難な世帯の）

進学者の増加

②専門学校への入学

≪期待される効果≫

・修学継続、中退者の減少

・専門学校生の勉学時間の確保
―アルバイト時間の減少

―学習時間の増加

―出席率の向上

・学習成果の向上（成績の向上）

①専門学校生の学生生活

専門学校

≪期待される効果≫

・経済的支援の実施率の上昇

④専門学校生に対する経済的支援

≪期待される効果≫

・就職率の向上

・就職後の活躍

③専門学校卒業後の状況

４．事業の効果の検証 （０）検証の枠組み

◼下記の枠組みについて、本事業の効果を検証する。
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29.1%

74.9%

12.0%

16.5%

36.5%

4.1%

12.9%

1.4%

3.6%

1.0%

5.8%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

協力者（ｎ=550）

一般学生（ｎ=418）

正社員・正職員 自営業 非正規社員 働いていない その他 無回答

15.6%

80.6%

66.0%

14.1%

7.1%

0.7%

8.4%

1.9%

2.9%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協力者（ｎ=550）

一般学生（ｎ=418）

父親 母親 あなた自身 その他 無回答

４．事業の効果の検証 （１）協力者の状況

◼本事業の協力者は、経済的に厳しい家庭環境となっている。

－家計所得が低く、年間200万円未満（全世帯平均を300万円以上下回る。） （図表20）

－家計支持者は母親か自分自身の割合が高く、家計支持者の就業状況は非正規社員

か働いていない割合が高い。（図表21、図表22）

図表20 家族全体での平均年間所得
（協力者調査・一般学生調査（H29））

図表21 家族の主たる家計支持者（協力者調査・一般学生調査（H29））

図表22 家族の主たる家計支持者の就業状況
（協力者調査・一般学生調査（H29））

※全世帯平均、児童のいる世帯平均は、「平成28年 国民生活基礎調査」
（厚生労働省）より。

198.1

670.2

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

800.0

協力者（ｎ=468） 一般学生（ｎ=336）

児童のいる世帯平均：707.8万円

全世帯平均：545.8万円
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86.8%

35.6%

27.6%

36.4%

18.4%

0.4%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的負担減

奨学金・ローン・アルバイトの減少

中退・休学・授業料延滞の防止

学修増進

現在の専門学校に入学

その他

無回答

４．事業の効果の検証 （２）国事業の効果の全体像①

◼協力者に国事業支援の効果を聞いたところ、9割弱が親や自分自身の「経済的
負担減」と回答しているほか、その他の効果として、3割強の学生が「奨学金・ロー
ン・アルバイトの減少」「学修促進」、 2割強の学生が、「中退・休学・授業料延滞の
防止」と回答。

図表23 国事業の効果（複数回答） （協力者調査（H29）：ｎ=250）

・「経済的負担減」・・・「親の経済的負担を減らすことができた」 「自分
の経済的負担を減らすことができた」

・「奨学金・ローン・アルバイトの減少」・・・「新たな奨学金やローンを利
用しなくて済んだ」「アルバイト等を減らすことができた」

・「中退・休学・授業料延滞の防止」・・・「中退しなくてすんだ」「休学や
長期欠席をしなくてすんだ」「授業料等の延滞をしなくてすんだ」

・「学修促進」・・・「勉強の時間を確保できた」「就職活動の時間を確保
することができた」「資格取得などの費用を確保できた」「目標達成に
役立った」

・「現在の専門学校に入学」・・・ 「現在の専門学校に入学することがで
きた」

・「その他」・・・「その他」

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在
するが、分析からは除外している。
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88.5%

37.7%

37.7%

44.3%

9.8%

86.2%

34.9%

24.3%

33.9%

21.2%

0.5%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的負担減

奨学金・ローン・アルバイトの減少

中退・休学・授業料延滞の防止

学修増進

現在の専門学校に入学

その他

無回答

平成28年度からの協力者（ｎ=61） 平成29年度からの協力者（ｎ=189）

４．事業の効果の検証 （２）国事業の効果の全体像②

◼特に、28年度からの継続協力者では、「学修促進」が4割強程度と高い。 「中退・休学・
授業料延滞の防止」も4割弱。

◼経済的支援は、継続的に実施することで効果が高まることがわかる。

図表24 国事業の効果（複数回答） （協力者調査（H29）

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在
するが、分析からは除外している。

・「経済的負担減」・・・「親の経済的負担を減らすことができた」 「自分
の経済的負担を減らすことができた」

・「奨学金・ローン・アルバイトの減少」・・・「新たな奨学金やローンを利
用しなくて済んだ」「アルバイト等を減らすことができた」

・「中退・休学・授業料延滞の防止」・・・「中退しなくてすんだ」「休学や
長期欠席をしなくてすんだ」「授業料等の延滞をしなくてすんだ」

・「学修促進」・・・「勉強の時間を確保できた」「就職活動の時間を確保
することができた」「資格取得などの費用を確保できた」「目標達成に
役立った」

・「現在の専門学校に入学」・・・ 「現在の専門学校に入学することがで
きた」

・「その他」・・・「その他」
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88.5%

31.1%

36.1%

44.3%

8.2%

3.3%

88.5%

37.7%

37.7%

44.3%

9.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的負担減

奨学金・ローン・アルバイトの減少

中退・休学・授業料延滞の防止

学修増進

現在の専門学校に入学

その他

無回答

平成28年度の効果 平成29年度の効果

４．事業の効果の検証 （２）国事業の効果の全体像③

◼28年度からの継続協力者について、28年度の国事業の効果と29年度の効果で比較したと
ころ、 「奨学金・ローン・アルバイトの減少」が28年度から29年度にかけて割合が高くなっている。

⇒継続協力者は、事前に支援を受ける見通しが立つため、29年度で奨学金・ローン・アルバイト
等を減らすことができた学生が増えた。

図表25 国事業の効果（複数回答） （協力者調査（H29 H28年からの継続協力者のみ：ｎ=250 ）

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在
するが、分析からは除外している。

・「経済的負担減」・・・「親の経済的負担を減らすことができた」 「自分
の経済的負担を減らすことができた」

・「奨学金・ローン・アルバイトの減少」・・・「新たな奨学金やローンを利
用しなくて済んだ」「アルバイト等を減らすことができた」

・「中退・休学・授業料延滞の防止」・・・「中退しなくてすんだ」「休学や
長期欠席をしなくてすんだ」「授業料等の延滞をしなくてすんだ」

・「学修促進」・・・「勉強の時間を確保できた」「就職活動の時間を確保
することができた」「資格取得などの費用を確保できた」「目標達成に
役立った」

・「現在の専門学校に入学」・・・ 「現在の専門学校に入学することがで
きた」

・「その他」・・・「その他」
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88.4%

38.9%

29.5%

38.9%

18.9%

2.1%

85.1%

36.8%

29.8%

36.8%

22.8%

1.8%

88.6%

29.5%

15.9%

27.3%

6.8%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的負担減

奨学金・ローン・アルバイトの減少

中退・休学・授業料延滞の防止

学修増進

現在の専門学校に入学

その他

無回答

授業料納付を遅らせる(n＝95） 支援金を10月までに受給(n＝114）

支援金を11月以降に受給(n＝44）

４．事業の効果の検証 （２）国事業の効果の全体像④

◼支援時期別に国事業の効果をみると、「授業料納付を遅らせる（※）」「支援金を10月までに受
給」した協力者は、「支援金を11月以降に受給」した学生に比べて「奨学金・ローン・アルバイトの
減少」「学修促進」「中退・休学・授業料延滞の防止」「現在の専門学校に入学」効果の割合が高
い。 ⇒支援時期が早い方が、事業の効果が大きい。

※ 授業料から支援金分の額を差し引き、残りの授業料を支援決定時に支払う

図表26 国事業の効果（複数回答） （協力者調査（H29）

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在
するが、分析からは除外している。

・「経済的負担減」・・・「親の経済的負担を減らすことができた」 「自分
の経済的負担を減らすことができた」

・「奨学金・ローン・アルバイトの減少」・・・「新たな奨学金やローンを利
用しなくて済んだ」「アルバイト等を減らすことができた」

・「中退・休学・授業料延滞の防止」・・・「中退しなくてすんだ」「休学や
長期欠席をしなくてすんだ」「授業料等の延滞をしなくてすんだ」

・「学修促進」・・・「勉強の時間を確保できた」「就職活動の時間を確保
することができた」「資格取得などの費用を確保できた」「目標達成に
役立った」

・「現在の専門学校に入学」・・・ 「現在の専門学校に入学することがで
きた」

・「その他」・・・「その他」
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87.0%

20.3%

20.3%

21.7%

15.9%

2.9%

18.8%

17.4%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学生の経済的負担を減らすことができた

経済的に厳しい学生についても入学増に

つながった

授業料等の滞納者の減少につながった

アルバイト減等により学生が勉学に集中で

きた

経済的理由による中退を防げた

休学者や長期欠席者を減らすことができた

学生の目標達成（資格取得など）に役立っ

た

学生の勉強の時間を確保できた（成績が向

上した）

その他

20

41

40

20

2

33

32

0 10 20 30 40 50

経済的に厳しい学生の入学増

授業料等の未滞納

アルバイト減等により勉学に集中

経済的理由による中退防止

休学・長期欠席者の減少

目標達成（資格取得など）

勉強の時間確保（成績向上）

人

４．事業の効果の検証 （２）国事業の効果の全体像⑤

◼協力校に国事業支援の効果を聞いたところ、「学生の経済的負担を減らすこと
ができた」他、様々な効果が確認された（図表27）。

◼12月時点で国事業を実施している協力校69校（協力者226名（※））では、「授
業料等の未滞納」「アルバイト減等により勉学に集中」と回答した者が各40名程
度、「目標達成」「勉強時間確保（成績向上）」につながった学生が各30名程度、
「入学」「中退防止」につながったと回答した者が各20名程度存在する（図表28)

※現時点で協力校調査が未回答の学校があるため、協力者調査より数が少なくなっている。

図表27 国事業の効果（複数回答） （協力校調査（H29）：ｎ=69）

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未支給の学校も存在
するが、分析からは除外している。

図表28 国事業の効果の具体的人数（人）
（協力校調査（H29）：226名を対象）
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４．事業の効果の検証 （３）学生生活への効果 ①修学継続効果

◼国事業の支援を受けられなかった場合、協力者の3割強が「修学は困難」、
5割弱が「修学はやや困難」と回答（合計8割）。

◼特に、28年度からの継続協力者は、5割強が「修学は困難」と回答。

図表29 国事業の支援を受けられなかった場合の修学困難度
（協力者調査（H29）：ｎ=250）

※本調査は、平成29年1月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

修学は困難
32.4%

修学はやや困

難
47.6%

修学はそれほ

ど困難ではな

い
18.0%

修学はまっ

たく困難で

はない
2.0% 52.5%

25.9%

34.4%

51.9%

13.1%

19.6% 2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成28年度からの協力者（ｎ=61）

平成29年度からの協力者（ｎ=189）

修学は困難 修学はやや困難

修学はそれほど困難ではない 修学はまったく困難ではない
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21.1

10.7

14.6

19.0

アルバイト時間（ｎ=18）

学校以外での勉強時間（ｎ=13）

支援前 支援後

4.0%

74.0%

16.0%

6.0%

4.0%

22.0%

10.0%

6.8%

70.5%

10.6%

4.5%

12.9%

9.8%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

親等からもらう援助の額が増えた

親等が支払うべき授業料等の額が

減った

アルバイトを行う時間が減った

授業の出席時間が増えた（欠席が

減った）

学校以外での勉強時間が増えた

就職活動に費やす時間が増えた

その他の変化があった

平成28年度からの協力者（ｎ=50）

平成29年度からの協力者（ｎ=132）

４．事業の効果の検証 （３）学生生活への効果 ②アルバイト減少１

◼28年度からの継続協力者は、9割以上の学生において本事業の支援を受けたことによる生
活の変化があった。29年からの協力者も8割が変化があった。（図表30）

◼国事業の支援を受けたことによる協力者の生活変化をみると、28年度からの継続協力者で
は、アルバイト時間を減らし、就職活動に費やす時間を増加させている割合が高い。（図表31）

◼生活に変化があったと回答した協力者は、アルバイト時間を週21時間から15時間弱に減ら
し、学校以外での勉強時間を週11時間弱から19時間に増やしている。（図表32）

図表31 本事業の支援を受けたことによる生活の変化の内容（複数回答）
協力者調査（H29）

図表30 本事業の支援を受けたことでの生活の変化があった割合
（協力者調査（H29））

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

90.9%

78.1%

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

平成28年度からの協力者（ｎ=55）

平成29年度からの協力者（ｎ=169）

図表32 生活に変化があった協力者の変化の状況（週当たり時間）
（協力者調査（H29） ）
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４．事業の効果の検証 （３）学生生活への効果 ②アルバイト減少２

◼28年度からの継続協力者では、29年度からの協力者に比べ、支援後にアルバイトをして
いない割合が高くなっている。 （図表33）

◼28年度からの継続協力者では、現在アルバイトを実施していない学生の5割が「国事業
の支援の影響があった」と回答。（図表34）

⇒継続協力者は、事前に支援を受ける見通しが立つため、国事業の支援を受けたこと
により、29年度でアルバイトを減らすことができたことがわかる。

図表33 アルバイトをしていない割合
（協力者調査（H29））

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

23.0%

20.1%

32.8%

21.2%

平成28年度からの協力者

（ｎ=61）

平成29年度からの協力者

（ｎ=189）

支援前 支援後

図表34 「アルバイトの状況が変わった理由として、
国事業の支援があったことは影響しているか」

（協力者調査（H29）（現在アルバイトをしていない学生））

50.0%

26.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

平成28年度からの協力者

（ｎ=10）

平成29年度からの協力者

（ｎ=19）
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４．事業の効果の検証 （３）学生生活への効果 ③出席率向上効果

◼学校側からみた協力者の出席状況は、「授業料納付を遅らせる（※）」「支援金を10月まで
に受給」した協力者は、「支援金を11月以降に受給」した学生に比べて、出席状況が「良く
なった」割合が高い。この傾向は、 「授業料納付を遅らせる」場合に顕著である。
※ 授業料から支援金分の額を差し引き、残りの授業料を支援決定時に支払う

図表35 支援後の協力者の出席状況（協力校調査（H29） ）

※本設問は、協力校が、協力者1人1人の出席状況について、個別に回答している。ｎは、協力者数となる。

42.9%

17.2%

9.8%

2.4%

4.3%

40.5%

65.6%

85.4%

2.4%

2.2%

4.9%

2.2%

11.9%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

授業料納付を遅らせる（ｎ=84）

支援金を10月までに受給（ｎ=93）

支援金を11月以降に受給（ｎ=41）

良くなった やや良くなった 変わらない やや悪くなった 悪くなった 無回答
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４．事業の効果の検証 （３）学生生活への効果 ④成績向上効果

◼学校側からみた協力者の成績は、「授業料納付を遅らせる（※）」「支援金を10月までに受
給」した協力者は、「支援金を11月以降に受給」した学生に比べて、出席状況が「良くなった」
割合が高い。この傾向は、 「授業料納付を遅らせる」場合に顕著である。
※ 授業料から支援金分の額を差し引き、残りの授業料を支援決定時に支払う

図表36 支援後の協力者の成績（協力校調査（H29） ）

※本設問は、協力校が、協力者1人1人の成績について、個別に回答している。ｎは、協力者数となる。

25.0%

14.0%

9.8%

26.2%

10.8%

7.3%

35.7%

62.4%

80.5%

1.2%

1.1%

2.4%

3.2%

11.9%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

授業料納付を遅らせる（ｎ=84）

支援金を10月までに受給（ｎ=93）

支援金を11月以降に受給（ｎ=41）

良くなった やや良くなった 変わらない やや悪くなった 悪くなった 無回答
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４．事業の効果の検証 （４）進学効果①

◼国事業を「入学前から知っていた」学生のうち、72.7％が「国事業を現在の専門学校で実
施していることが、現在の専門学校への入学決定に影響した（「影響した」＋「どちらかとい
えば影響した」）と回答。（図表37）

◼国事業を知った主な方法についてみると、「高校の担任など高校からの案内」が最も割合
が高いが、「オープンキャンパス」「募集要項、パンフレット等の資料」「専門学校のWEB等」
の専門学校の広報によって知った学生が半数となっている。（図表38）

図表37 国事業を現在の専門学校で実施していることが、現在の専門学校に入学を決定す
ることに影響したか（協力者調査（H29）：入学前に制度を知っていた学生のみ：ｎ=22）

図表38 国事業を知った主な方法（協力者調査（H29）：入学前に制度を知っていた学生のみ：ｎ=22）

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

54.5% 18.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

影響した どちらかといえば影響した

高校の担任

など高校から

の案内
27.3%

オープンキャ

ンパス
22.7%

専門学校の

WEB等
9.1%

募集要項、

パンフレッ

ト等の資料
18.2%

その他のWEB

サイト
4.5%

掲示
9.1%

その他
9.1%
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86.1%

32.6%

23.6%

34.0%

24.3%

0.7%

2.1%

87.6%

40.0%

33.3%

39.0%

10.5%

0.0%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的負担減

奨学金・ローン・アルバイトの減少

中退・休学・授業料延滞の防止

学修増進

現在の専門学校に入学

その他

無回答

1年（ｎ=144） 2年以上（ｎ=105）

４．事業の効果の検証 （４）進学効果②

◼学年別に経済的支援の入学への影響をみると、 1年生は2年生以上と比べて、国事業の要件であ
る授業料減免措置があることが「影響した（「影響した」＋「どちらかといえば影響した」）」とする割合が
高い。（図表39）

◼学年別に国事業支援の効果をみても、1年生が2年生以上に比べ「現在の専門学校に入学」をあげ
る割合が高くなっている。（図表40）
⇒授業料減免制度及び国事業の認知度が、入学段階でも徐々に上がってきていることがわかる。

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

32.6%

16.2%

20.1%

16.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1年（ｎ=144）

2年以上（ｎ=105）

影響した どちらかというと影響した

図表39 授業料減免措置が、現在の専門学校に
入学を決定することに影響したか

（協力者調査（H29））

図表40 国事業の効果（複数回答） （協力者調査（H29）
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４．事業の効果の検証 （４）進学効果 参考

◼各種の経済的支援制度を入学前に知っていたかについては、他の制度と比べて国事業
を知っていた学生の割合は低く、全体の1割程度。
⇒高校段階における国事業のさらなる周知は、課題といえる。

図表41 経済的支援制度を入学前に知っていた割合（協力者調査（H29）：ｎ=250 ）

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

55.2%

41.6%

76.8%

24.0%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在在籍する専門学校の授業料減免

制度

現在在籍する専門学校のa.以外の経

済支援制度

日本学生支援機構の貸与型奨学金制

度

地方公共団体や民間企業・団体の奨

学金制度、減免制度

国事業
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５．事業の効果の検証 （５）卒業生の状況 ①学生時代の勉強

◼「27、28年度の協力者で専門学校を卒業した者」と「その他の専門学校卒業者」を比較
した。

◼協力者であった者の方が、「実習・実験科目」「授業の講義」に熱心に取り組んだと回答し
た割合が特に高い。

※その他の専門学校卒業者は、出身者調査より20歳代の専門学校出身者を抽出。専門学校の分野や職種による差を考慮し、出身者調査についてはウェイトバック集計を行い、
協力者の専門学校の分野と同じ構成比になるように調整している。また、卒業者は無回答を除外している。以下同様。

図表42 最後に通った学校で熱心に取り組んだこと
（熱心に取り組んだ の割合）

（卒業生調査（H29） -出身者調査（H29）

61.3%

64.5%

31.5%

27.2%

2.2%

18.4%

30.2%

14.5%

9.6%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

a.授業の講義

b.実習・実験科目

c.卒業研究・卒業制作等

d.インターンシップ

e.留学

協力者卒業生（ｎ=93） 一般（ｎ=773）



36

５．事業の効果の検証 （５）卒業生の状況 ②学生時代に身につけたこと

◼専門学校における勉強を通じて身につけた能力についてみると、協力者であった者の方
が、特に「報告、連絡、相談など仕事で求められるコミュニケーションができること」「人との
関係を大切にし、協調・共同して行動できること」「困難に直面しても諦めずにやりぬけるこ
と」「様々な情報を活用しながら自分の将来にわたっての働き方を考えられること」を身につ
けたと回答した割合が特に高い。

図表43 専門学校における勉強を通じて、どの程度、能力を身につけたか
（「身につけた」の割合）

（卒業生調査（H29） -出身者調査（H29）

39.8%

24.7%

39.8%

45.2%

32.3%

41.9%

33.3%

8.7%

17.2%

31.3%

20.0%

21.3%

24.1%

20.1%

23.3%

15.9%

9.0%

7.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

a.専攻分野の知識や技能

b.優先順位を付けてスピード感を持って物事をこなせること

c.報告、連絡、相談など仕事で求められるコミュニケーション

ができること

d.人との関係を大切にし、協調・共同して行動できること

e.問題を発見し、原因を考え、解決に向け取り組めること

f.困難に直面しても諦めずにやりぬけること

g.様々な情報を活用しながら自分の将来にわたっての働き方

を考えられること

h.仕事に必要な最低限の会話や説明を外国語で出来ること

i.ITを利用する能力

協力者卒業生（ｎ=93） 一般（ｎ=773）
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４．事業の効果の検証 （５）卒業生の状況 ③就職先の状況

◼協力者であった者の方が、初職で正社員になり、専門学校で学んだ専門分野と
関係する仕事に従事している割合が高い。

図表44 初職の状況（卒業生調査（H29）-出身者調査（H29） ）

図表45 「専門学校で学んだ専門分野」と初職の仕事との関係（卒業生調査（H29） -出身者調査（H29） ）

67.4%

53.6%

10.9%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協力者卒業生（ｎ=92）

一般（ｎ=773）

関係している ある程度関係している

81.9%

72.0%

7.4%

6.5%

2.1%

2.2%

7.4%

18.1%

0.9%

1.1%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

協力者卒業生（ｎ=94）

一般（ｎ=773）

正社員・正職員 契約社員 派遣社員 アルバイト・パート 自営業、個人事業主 その他
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32.6%

19.6%

12.0%

17.4%

44.6%

29.3%

35.9%

32.6%

19.6%

5.4%

30.4%

22.8%

17.4%

8.7%

25.2%

24.2%

16.0%

23.3%

46.9%

22.4%

19.8%

17.7%

14.4%

6.8%

13.1%

17.0%

11.1%

6.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

企業の安定性がある

職を失う心配がない

賃金が高い

労働時間が短い、休日が多い

自宅（実家）から通勤できる

職場の雰囲気が良く、働きやすい

知識や専門性、能力が活かせる

専門的な知識やスキルが身に付く

チームの一員として協力しながら働くことができる

１人で仕事をすることができる

社会に貢献できる、人に喜ばれる仕事ができる

好きな仕事ができる

好きな業界で働ける

その他

協力者卒業生（ｎ=92） 一般（ｎ=773）

５．事業の効果の検証 （５）卒業生の状況 ④仕事への取り組み姿勢

◼現在の職場・仕事を選んだ理由は、協力者であった者の方が「知識や専門性、能力が活
かせる」「専門的な知識やスキルが身に付く」 「社会に貢献できる、人に喜ばれる仕事がで
きる」と回答した者が多い。（図表46）

◼協力者であった者の方が、やりがいを持って仕事に取り組んでいる。（図表47）

図表46 現在の職場・仕事を選んだ理由（複数回答）
（卒業生調査（H29） -出身者調査（H29） ）

図表47 現在の仕事のやりがい
（卒業生調査（H29） -出身者調査（H29） ）

44.0%

20.7%

38.5%

41.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協力者卒業生（ｎ=91）

一般（ｎ=773）

感じている どちらかというと感じている
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５．事業の効果の検証 （６）学校の支援状況 ①学校独自の経済的支援の拡充効果

◼学校独自の経済的支援の実施状況をみると、「授業料の減免措置」の実施割合が高く、経済的基準
を要件とする比率も高い。（図表48）

◼国事業の支援要件である「経済的基準を要件とする授業料の減免措置」の実施割合は、平成26年度
の5.8％から平成29年度は16.8％と3倍近くに拡大。（図表49）

図表49 授業料減免措置の実施割合の変化
（学校調査（H27,H28,H29））

5.8% 9.8%
15.3% 16.8%

34.7%
31.9%

32.0% 31.6%

40.5% 41.7%

47.3% 48.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平成26年度

（ｎ=1,665）

平成27年度

（ｎ=1,354）

平成28年度

（ｎ=1,461）

平成29年度

（ｎ=1,461）

経済的基準を要件に含まない制度 経済的基準を要件として含む制度

16.8%

3.1%

1.8%

4.7%

4.4%

0.8%

31.6%

36.9%

9.5%

12.1%

7.2%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

授業料の減免措置

入学金の減免措置

入学金・授業料以外の減免措置

給付型奨学金

貸与型奨学金

その他

経済的基準を要件として含む制度 経済的基準を要件に含まない制度

図表48 学校独自の経済的支援の実施状況
（学校調査（H29） ：n=1,461）
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５．事業の効果の検証 （６）学校の支援状況 ②参加校の拡大

◼協力校は、その他の専門学校に比べて学生数・教員数が多いが、28年度、29
年度からの協力校は27年度からの継続協力校より学生数、教員数共に人数は
少なく、規模の小さい学校にも事業が浸透。

図表50 専門学校の属性情報（学校調査（H29） ）

平均
学生数
（人）

平均
専任教員数

（人）

平均
兼任教員数

（人）

学生数／
専任教員

平成27年度からの
協力校（ｎ=63）

472.6 24.7 53.4 19.1

平成28年度からの
協力校（ｎ=55）

299.3 21.4 26.3 14.0

平成29年度からの
協力校（ｎ=52）

264.3 15.3 17.6 17.2

その他の専門学校
（ｎ=1291）

203.0 13.6 38.6 14.9

全体平均 220.6 14.5 38.0 15.2
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５．事業の効果の検証 （６）学校の支援状況 ③参加理由

◼協力校の国事業の実施理由をみると、27年度からの協力校では「専門学校生
への経済的支援をすでに実施していたから」の割合が高く、28年度以降の協力校
は「経済的支援が必要な学生を積極的に受け入れるため」の割合が高い。

図表51 平成29年度の国事業実施理由（学校調査（H29） ）

52.4%

87.3%

6.3%

34.9%

42.9%

46.0%

44.4%

1.6%

17.5%

11.1%

25.5%

56.4%

16.4%

54.5%

81.8%

29.1%

10.9%

1.8%

7.3%

12.7%

21.2%

40.4%

7.7%

55.8%

80.8%

17.3%

7.7%

7.7%

3.8%

9.6%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

専門学校生への経済的支援をこれまでも重点的

におこなっており、さらに拡充したいから

専門学校生への経済的支援をすでに実施してい

たから

専門学校生への経済的支援をあまり実施してお

らず不足していたから

優秀な学生を積極的に受け入れるため

経済的支援が必要な学生を積極的に受け入れる

ため

中退者を減らすため

昨年度、本事業を実施して効果があったから

昨年度、他校が実施したのをみて効果がみられ

たから

学生や保護者から要望があったから

都道府県に勧められたから

昨年度も国事業を実施する予定だったが、対象と

なる生徒がいなくて参加できなかった

平成27年度からの

協力校（ｎ=63）

平成28年度からの

協力校（ｎ=55）

平成29年度からの

協力校（ｎ=52）
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５．事業の効果の検証 （６）学校の支援状況 ④学校から見た課題

◼専門学校が国事業を実施していない理由／実施の意向がない理由は、「実施の要件（情
報公開）を満たしていない」「事業手続が大変」が主な理由となっている。（図表52）

◼「財務面での負担が大きいため、実施の要件を実施していない」と回答した者のうち4分
の1の学校が、「授業料の1割（程度）」が下限額であれば参加できると回答。（図表53）

図表52 平成29年度に国事業を実施していない理由（学校調査（H29）ｎ=1291 ）

1.9%

32.5%

16.0%

16.7%

6.9%

6.4%

22.5%

11.0%

11.4%

10.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

都道府県が実施していない

実施の要件（情報公開）を満たしていない

対象となる学生がいないので、実施の要件（学校独自の経

済的支援策）を実施していない

財務面での負担が大きいため、実施の要件（学校独自の経

済的支援策）を実施していない

本事業の対象となる学生がいなかった

事業の参加を希望する学生がいなかった

事務手続き等が大変（人手が足りない）

事業の存在を知らなかった

その他

無回答

図表53 学校の要件である授業料減免の下限額について、
貴学の学則等で定める授業料に占める割合が

どの程度であれば国事業に参加できるか。

（学校調査（H29） ｎ=219 ）

授業料

の3割

（程度）
11.9%

授業料の2

割（程度）
7.3%

授業料の1

割（程度）
26.1%

その他
47.7%

無回答
6.9%
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29.5%

34.5%

20.1%

26.6%

36.7%

7.9%

16.5%

6.5%

11.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

支援者の決定時期を早めてほしい

支援金の支給時期を早めてほしい

学校に対する支援の要件を緩和してほしい

学生に対する支援の要件を緩和してほしい

支援の額を増やしてほしい

制度についてわかりやすく説明してほしい

授業料以外の経済的支援もしてほしい

その他

無回答

５．事業の効果の検証 （６）学校の支援状況 ④学校から見た課題

◼協力校の国事業の課題・要望をみると、「支援の額を増やしてほしい」「支援金の支給時
期を早めてほしい」「支援者の決定時期を早めてほしい」の割合が高い。

図表54 国事業に対する課題や要望 （協力校調査（H29）ｎ=139 ）



44

５．事業の効果の検証 （７）都道府県の実施状況①

◼国事業に参加する都道府県は年々、増えており、29年度は29都道府県で実施。（図表55）

◼都道府県が国事業に参加した理由は、「専門学校から国事業を実施したい要望があったから」を
あげている。また、「昨年度まで国事業を実施して効果があったから」の割合も高い。（図表56）

図表55 都道府県の国事業の参加状況
（都道府県調査（H29）：ｎ=47 ）

図表56 平成29年度に国事業を実施する理由（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=29 国事業参加都道府県のみ）

10.3%

31.0%

72.4%

37.9%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

専門学校及び専門学校生への支援を重点的

におこなっており、さらに拡充したいから

専門学校及び専門学校生への支援がこれま

で不足していたから

専門学校から国事業を実施したい要望が

あったから

昨年度まで国事業を実施して効果があった

から

昨年度までも国事業を実施する予定だった

が、（要件を満たした学校はいたものの）対象

となる生徒がいなくて参加できなかった

29
27

21

0

5

10

15

20

25

30

35

平成29年度実施平成28年度実施平成27年度実施
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５．事業の効果の検証 （７）都道府県の実施状況②

◼支援対象者への支援金の支給時期は、11月、12月が多くあわせて5割以上となっている。
1月以降に支給する都道府県も2割を超えている。（図表57）

◼なお、支援金支給時期の決定方法は、「協力者を決定したらすぐに支給する」が半数以
上であり、協力者決定に時間がかかっていることが伺える。（図表58）

図表57 支援金支給時期
（都道府県調査（H29）：ｎ=29 国事業参加都道府県のみ）

6.9%

17.2%

20.7%

31.0%

3.4%

6.9%

13.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

9月まで

10月

11月

12月

1月

2月

3月

図表58 支援金支給時期の決定方法
（都道府県調査（H29）：ｎ=29 国事業参加都道府県のみ）

55.2%

3.4%

10.3%

6.9%

24.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

協力者を決定したらすぐに支給する

国との契約が成立次第、支給する

学校から支援金実績報告書の提出を受けて

から支給する

年度末に支給する

その他
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５．事業の効果の検証 （７）都道府県の実施状況③

◼都道府県からみた国事業の効果は、「経済的に困難な学生の保護者に対する家計の助
けになった」「アルバイトなどを行っている学生への負担軽減による勉学への集中などに効
果があった」「経済的理由による授業料延滞や中退者の減少につながった」と回答した者の
割合（「あてはまる」＋「どちらかというとあてはまる」）が高い。

図表59 平成28年度の国事業の効果（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=26 H28年度の国事業参加都道府県のみ）

19.2%

61.5%

26.9%

23.1%

19.2%

7.7%

11.5%

30.8%

53.8%

34.6%

15.4%

57.7%

7.7%

19.2%

42.3%

34.6%

19.2%

7.7%

11.5%

3.8%

3.8%

19.2%

65.4% 3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門学校への進学機会の向上につな

がった

経済的に困難な学生の保護者に対する

家計の助けになった

アルバイトなどを行っている学生への負

担軽減による勉学への集中などに効果が

あった

経済的理由による授業料延滞や中退者

の減少につながった

専門学校において新規に授業料減免制

度を設ける契機となった

都道府県において新規に授業料減免制

度を設ける契機となった

あてはまる どちらかというとあてはまる どちらともいえない どちらかというとあてはまらない あてはまらない 無回答
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50.0%

50.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

財務会計に関する書類を公開している

ことが厳しい

授業料減免額の下限額が厳しい

学校評価の実施・公開が厳しい

83.3%

11.1%

5.6%

11.1%

5.6%

11.1%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

実施する学校がいない

事務手続きが煩雑

担当する都道府県職員の数が足りない

支援される金額が少ない

支援対象となる学校の基準が厳しい

支援対象となる学生の基準が厳しい

その他

無回答

５．事業の効果の検証 （７）都道府県の実施状況④

◼国事業を実施する上での課題は「実施する学校がいない」の割合が8割以上。（図表60）。

◼実施する学校がいない理由は、「支援条件である授業料減免を行っている専門学校が少ない、ない」の割合が
6割以上と高い。（図表61）

◼支援対象となる学校の基準が厳しい理由は、「財務会計に関する書類を公開していることが厳しい」「授業料減
免額の下限額が厳しい」「学校評価の実施・公開が厳しい」のいずれも理由にあがっている。（図表62）

図表60 国事業の不実施理由（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=18

国事業不参加都道府県のみ） 66.7%

26.7%

40.0%

13.3%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80%

支援条件である授業料減免を行っている専

門学校が少ない、ない

支援条件である情報公開を行っている専門

学校が少ない、ない

支援条件を満たす学校はいるが、参加する

学生（経済的要件を満たす学生）が少ない、

いない

その他の理由

無回答

図表61 実施する学校がいない理由（複数回答）（都道府県調査（H29）：ｎ=15）

図表62 支援対象となる学校の基準が厳しい理由（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=2）
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50.0%

50.0%

50.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

財務会計に関する書類を公開している

ことが厳しい

授業料減免額の下限額が厳しい

学校評価の実施・公開が厳しい

83.3%

11.1%

5.6%

11.1%

5.6%

11.1%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

実施する学校がいない

事務手続きが煩雑

担当する都道府県職員の数が足りない

支援される金額が少ない

支援対象となる学校の基準が厳しい

支援対象となる学生の基準が厳しい

その他

無回答

５．事業の効果の検証 （７）都道府県の実施状況④

◼国事業を実施する上での課題は「実施する学校がいない」の割合が8割以上。（図表63）。

◼実施する学校がいない理由は、「支援条件である授業料減免を行っている専門学校が少ない、ない」の割合が
6割以上と高い。（図表64）

◼支援対象となる学校の基準が厳しい理由は、「財務会計に関する書類を公開していることが厳しい」「授業料減
免額の下限額が厳しい」「学校評価の実施・公開が厳しい」のいずれも理由にあがっている。（図表65）

図表63 国事業の不実施理由（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=18

国事業不参加都道府県のみ） 66.7%

26.7%

40.0%

13.3%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80%

支援条件である授業料減免を行っている専

門学校が少ない、ない

支援条件である情報公開を行っている専門

学校が少ない、ない

支援条件を満たす学校はいるが、参加する

学生（経済的要件を満たす学生）が少ない、

いない

その他の理由

無回答

図表64 実施する学校がいない理由（複数回答）（都道府県調査（H29）：ｎ=15）

図表65 支援対象となる学校の基準が厳しい理由（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=2）
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５．事業の効果の検証 （８）支援額について①

◼支援後の授業料負担額別に、国事業の効果をみると、支援後の授業料負担額が50万円以上の協力者は、他
と比べて「経済的負担減」「奨学金・ローン・アルバイトの減少」「中退・休学・授業料延滞の防止」に効果があった
割合が高い。

◼一方で、支援後の授業料負担額が50万円以上の協力者は、半数が「国事業の支援額は、今の金額で十分で
ない」と回答している。

※本調査は、平成29年12月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

78.9%

31.6%

21.1%

29.8%

26.3%

1.8%

1.8%

84.0%

30.0%

22.0%

40.0%

12.0%

86.9%

34.4%

29.5%

36.1%

19.7%

1.6%

95.1%

42.6%

34.4%

37.7%

16.4%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経済的負担減

奨学金・ローン・アルバイトの減少

中退・休学・授業料延滞の防止

学修増進

専門学校に入学

その他

無回答

20万円未満（ｎ=57） 20～30万円未満（ｎ=50）

30～50万円未満（ｎ=61） 50万円以上（ｎ=61）

図表66 国事業の効果（複数回答） （協力者調査（H29）） 図表67 国事業の支援額が今の金額で「十分でない」の割合
（協力者調査（H29））

24.6%

38.0%

32.8%

50.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20万円未満（ｎ=57）

20～30万円未満（ｎ=50）

30～50万円未満（ｎ=61）

50万円以上（ｎ=61）
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５．就学支援アドバイザーの
活用状況
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５．事業の効果の検証 （１）修学支援アドバイザーの活用状況

◼修学支援アドバイザーは、9割近くの都道府県で「ファイナンシャルプランナー」を配置して
いる。（図表68）

◼ファイナンシャルプランナーを活用している都道府県のすべてが日本FP協会の紹介を活用
している。（図表69）

図表68 修学支援アドバイザーの属性（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=29 国事業参加都道府県のみ）

86.2%

3.4%

3.4%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ファイナンシャルプランナー

キャリアコンサルタント・キャリアカ

ウンセラー

元教員

元都道府県職員

その他教育関係者

その他

図表69 日本FP協会紹介のファイナンシャルプランナーを
活用しているか

（都道府県調査（H29）：ｎ=25）

活用
100.0%

不活用
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５．事業の効果の検証 （１）修学支援アドバイザーの活用状況②

◼修学支援アドバイザーの業務内容は、「協力者個人に対する相談会の開催」の割合が最
も高い。（図表70）

◼修学支援アドバイザーの支援は、協力者の他に、5割の都道府県で「協力者以外のアドバ
イスを希望する専門学校生」を対象としている。（図表71）

図表70 修学支援アドバイザーの業務内容（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=29 国事業参加都道府県のみ）

58.6%

72.4%

20.7%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

協力者等に対する講演会・セミ

ナーの開催（複数名対象）

協力者個人に対する相談会の開

催

その他

無回答

図表71 修学支援アドバイザーの支援対象（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=29 国事業参加都道府県のみ）

100.0%

51.7%

31.0%

24.1%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協力者

協力者以外の

アドバイスを希望する専門学校生

専門学校の教職員

保護者

専門学校に進学を

希望する高校生等

その他
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５．事業の効果の検証 （２）都道府県の評価

◼8割以上の都道府県で、修学支援アドバイザーは「役に立った（「役に立った」＋「どちらかとい
うと役に立った」）」と回答している。（図表72）

◼修学支援アドバイザーが役に立った内容として、「学生等の経済（学費、生活費など）に関す
る意識が高まった」「学生の将来設計に対する参考になった」の回答割合が高い。（図表73）

図表72 平成28年度の修学支援アドバイザーの効果
（都道府県調査（H29）：ｎ=26 H28年度国事業参加都道府県のみ）

図表73 修学支援アドバイザーが役に立った内容（複数回答）
（都道府県調査（H29）：ｎ=22）

役に立った

61.5%どちらかとい

うと役に立っ

た
23.1%

どちらとも

いえない

15.4%

81.8%

81.8%

50.0%

31.8%

18.2%

27.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

学生等の経済（学費、生活費など）に関する意識

が高まった

学生の将来設計に対する参考になった

学生の奨学金返還に対する再認識の機会となっ

た

学生の（経済的な）不安が軽減された

学生の学習意識等が高まった

学生の進路・就職に関する意識が高まった



54

４．事業の効果の検証 （３）協力者の参加状況

◼29年12月段階で、協力者の62.8％が、国事業の修学支援アドバイザーが実施するセ
ミナー・相談会へ参加している。（図表74）

◼修学支援アドバイザーには「今後のマネープラン、卒業後のライフプラン」「奨学金の返
還（返済方法、期間等） 」「金銭面の不安」等を相談している割合が高い。（図表75）

図表75 修学支援アドバイザーに相談した内容
（協力者調査（H29）：ｎ=157 （セミナー・相談会参加者）（複数回答））

※本調査は、平成29年1月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

図表74 国事業の修学支援アドバイザーが
実施するセミナー・相談会への参加

（協力者調査（H29）：ｎ=250）

参加した
62.8%

参加してい

ない
35.2%

無回答
2.0%

31.2%

49.0%

59.2%

40.1%

30.6%

45.9%

37.6%

9.6%

1.9%

2.5%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

奨学金制度一般

奨学金の返還（返済方法、期間等）

今後のマネープラン、卒業後のライフプラン

収入のやりくり（テクニック等）

進路・就職

金銭面の不安

貯蓄・金融関係（貯蓄の方法、保険等）

各種支援制度

その他

わからない

無回答
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４．事業の効果の検証 （４）協力者の評価

◼参加者の約9割が「修学支援アドバイザーのセミナー・相談会」はは役に立った（役
に立った」＋「どちらかというと役に立った」）と回答。 （図表76）

◼修学支援アドバイザーが役に立った内容は 「将来設計に対する参考になった」
「学費、生活費などに関する意識が高まった」の回答割合が高い。（図表77）

図表76 修学支援アドバイザーのセミナー・相談会が役立ったか
（協力者調査（H29）：ｎ=157（セミナー・相談会参加者））

※本調査は、平成29年1月に実施している。調査時点では、支援金を未受給の学生も存在するが、分析からは除外している。

図表77 修学支援アドバイザーのセミナー・相談会
が役立った内容（協力者調査（H29）：ｎ=137

（役立ったと回答した人のみ）（複数回答））

52.6%

62.8%

48.2%

21.2%

16.8%

27.7%

38.7%

0.7%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

学費、生活費などに関する意識が高まった

将来設計に対する参考になった

奨学金返還に対する再認識の機会となった

経済的な不安が軽減された

勉強に対する学習意識が高まった

進路・就職に関する意識が高まった

貯蓄・金融（年金、保険など）の知識が深

まった

その他

無回答

役に立った
65.0%

どちらかという

と役に立った
22.3%

どちらともいえ

ない
6.4%

どちらか

というと

役に立っ

ていない
3.2%

役に立ってい

ない
1.3%

無回答
1.9%



56

６．まとめ
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≪効果≫

・本事業を認知している学生
は、入学決定に影響。（た
だし、事業の認知度向上は
課題）

・学校独自の授業料減免制度は、
入学時までに支援が決定し
ている場合は、入学決定に
影響

②専門学校への入学

≪効果≫

・経済的負担を減らすほか、「奨学金・
ローン・アルバイトの減少」「学修促
進」「中退・休学・授業料延滞の防
止」などの効果

・特に「早い時期」から「継続的な支
援」を行うことが上記効果を高め、4
割前後の学生に効果がみられた。

・出席率、成績についても、早い時期の
支援により改善。

①専門学校生の学生生活

専門学校

≪効果≫

・「経済的基準を要件とする授業料の減免措置」

の実施割合が3倍近くに拡大

④専門学校生に対する経済的支援

≪効果≫

・正社員として、専門学校
の分野と関係する仕事に
従事している割合が高い。

・「社会に貢献できる、人
に喜ばれる仕事」など利
他的な理由で働いている
割合が高い。

③専門学校卒業後の状況

６．まとめ①

◼以下の点で、本事業の効果が確認された。
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６．まとめ②

⚫ 専門学校は、地域に、専門性の高い教育を提供する職業教育機関として機能
している。卒業生も現在の仕事に関することを、学校での勉強で身につけたと
認識している。

⚫ 専門学校進学者の経済的環境は大学生に比べて悪く、「奨学金が受けられな
かったら修学が困難だった」割合が高く、卒業後の「返還が遅れている」割合も
高い。

⚫ 経済的に修学困難な学生の授業料の一部を支援する本事業を実施した結果、
「奨学金・ローン・アルバイトの減少」「学修促進」「中退・休学・授業料延滞の防
止」などの効果がみられた。

⚫ 上記の効果は、平成28年度からの継続協力者、年度の早い時期に支援を受け
た学生において顕著であり、「早い時期」から「継続的な支援」を行うことが効果
を高めることが明らかになった。

⚫ 出席率、成績についても、早い時期の支援により改善。

⚫ 本事業の高校段階での認知度向上は課題となっているものの、事業を入学前
から知っている学生に対しては進学促進効果もみられた。

⚫ 本事業の協力者は、支援を受けて卒業後、正社員として専門学校の分野と関
係する仕事に従事している割合も高かった。
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６．まとめ③

⚫ 本事業の実施により、専門学校の経済的支援の実施促進効果もみられた。国
事業の支援要件である「経済的基準を要件とする授業料の減免措置」の実施
割合は、平成26年度の5.8％から平成29年度は16.8％と3倍近くに拡大。

⚫ 修学支援アドバイザーは、「ファイナンシャルプランナー」が中心。協力者は、
「今後のマネープラン、卒業後のライフプラン」「奨学金の返還（返済方法、期間
等） 」「金銭面の不安」等を相談。

⚫ 参加者の約9割が「修学支援アドバイザーのセミナー・相談会」は役に立ったと
回答。 「将来設計に対する参考になった」 「学費、生活費などに関する意識が
高まった」等の効果がみられた。

＜課題＞

⚫ 都道府県の支援者決定時期は、7割以上が11月以降となっている。国事業の
課題として、（協力者への支援効果を高めるためにも）「支援金の支給時期」
「支援者の決定時期」を早めることがあげられる。

⚫ 支援金の額については、支援後の授業料負担額が50万円以上の協力者では、
「国事業の支援額は、今の金額で十分でない」と考えている割合が高い。

⚫ 本事業の高校段階での認知度向上は課題。


